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の権限に対して、取締役は「会社」と「株主」に対して、注意義務（duty of care）と忠実義務（duty 





















うる最高価格」（the highest price reasonably available to stockholders）を提供する義務を負う
とするものである21。すなわち、取締役の信認義務は、通常の場合、株主の利益の中長期的な最大
化に向けられているが、レブロン義務の意義は、会社が解体しオークションの局面になった場合に










在の機会を最大限に利用する義務」（an obligation to take the maximum advantage of the current 































































































事件62では、Ａ社がMG社と合併交渉を開始した際、MG社は支配権変動契約（change in control 
agreements）を設けていた。この契約には、ゴールデンパラシュート条項が含まれており、MG社
が合併される際に発動されるものであった。これに対してMG社の株主らは、当該合併の情報開示
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